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○○○○    はじめにはじめにはじめにはじめに－検討の趣旨－－検討の趣旨－－検討の趣旨－－検討の趣旨－    

 

 

「特定大規模集客施設の立地の誘導等に関する条例」（平成 19 年岩手県条

例第 75 号、以下「立地誘導条例」と略称）は、特定大規模集客施設（床面積 6,000

㎡超の集客施設(*１)）が立地した場合に都市構造及び地域社会に与える影

響が大きいことから、特定大規模集客施設の ①立地誘導制度立地誘導制度立地誘導制度立地誘導制度（Ｐ15 参照） 

及び②地域貢献活動計画提出制度地域貢献活動計画提出制度地域貢献活動計画提出制度地域貢献活動計画提出制度（Ｐ16 参照）を柱とし、平成 19 年 12 月に

成立、平成 20 年 10 月 1 日から完全施行された。 

 

 

 

 

 

立地誘導条例施行後、現在までの届出件数は７７７７件件件件（平成 25 年７月現在。

このほか、適地要素を全て満たすため届出不要であったもの１件）となっており、

また地域貢献活動計画の提出(*２)率は 88886666....1111％％％％という状況になっている。 

 

このような状況の中で、立地誘導条例施行から５年目を迎えたことから、

平成 25 年１月 25 日、立地誘導条例及び特定大規模集客施設立地誘導指針

（平成 20 年３月策定、以下「立地誘導指針」と略称）の施行状況について検討

を行うことを目的に、岩手県特定大規模集客施設立地誘導審議会の下に

「専門検討委員会」が設置された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【参考】検討条項（*３）に係る国の考え方 

規制の新設規制の新設規制の新設規制の新設を行った場合、規制の必要性規制の必要性規制の必要性規制の必要性について、一定期間経過後、廃止を廃止を廃止を廃止を

含め見直す含め見直す含め見直す含め見直す（規制改革推進３か年計画[H13.3.30 閣議決定]）。 

 ⇒規制は必要最小限規制は必要最小限規制は必要最小限規制は必要最小限にするという考え方 

[立地誘導条例附則第 14 項] 

知事は、この条例の施行後５年条例の施行後５年条例の施行後５年条例の施行後５年を目途として、この条例の施行の状況について施行の状況について施行の状況について施行の状況について

検討検討検討検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。 

【立地誘導制度の趣旨】 

  特定大規模集客施設が立地しようとする場合に「立地が適切な地域」へと誘導

するもの（都市の無秩序な拡散を抑制するための制度であり、中心市街地を守る

といった趣旨の制度ではない。） ※Ｐ17 参照 

*１ 集客施設集客施設集客施設集客施設 店舗、飲食店、遊技場、映画館など（立地誘導条例第２条第１号） 

*２ 地域貢献活動計画の提出地域貢献活動計画の提出地域貢献活動計画の提出地域貢献活動計画の提出 施設を新設した者だけでなく、既存施設設置者（立地誘導条例

施行前から施設を設置している者）に対しても提出を依頼しているもの 

*３ 検討条項検討条項検討条項検討条項 「○○について検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとす

る」旨の条項 
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本委員会は、平成 25 年３月 19 日から平成 25 年７月 26 日まで延べ３回

開催され、論点を以下のとおり３点設定し、検討を行った(注)。 

 

 

 

 

まず、立地誘導制度について、適地誘導の効果が表れているか検討する

ため、「誘導地域の考え方について誘導地域の考え方について誘導地域の考え方について誘導地域の考え方について」を論点①として設定した。次に、地

域貢献活動計画提出制度に関し、地域への周知及び住民の理解が図られる

とともに、設置者の積極的な取組を促進するものとなっているか検討する

ため、「地域貢献活動のあり方について地域貢献活動のあり方について地域貢献活動のあり方について地域貢献活動のあり方について」を論点②として設定した。 

 

さらに、立地誘導制度の運用に当たっては市町村における特定大規模集

客施設の配置の考え方がポイントとなるため、「望ましいまちづくりのあ望ましいまちづくりのあ望ましいまちづくりのあ望ましいまちづくりのあ

り方についてり方についてり方についてり方について」を論点③として設定した。当該論点は、立地誘導条例の施

行状況として県が検討すべき事項からは外れるものの、これまでの届出案

件の審議において多くの議論が交わされてきたこともあり、立地誘導制度

に係る検討とは別に、広くまちづくりのあり方について検討し専門検討委

員会の提言としてまとめたものである。    

 

  今後、県及び市町村においては、本報告書でまとめた内容を参考に、さ

らに有効な行政施策を展開されることを期待する。 

 

なお、本報告書は平成 25 年７月時点における検討内容をまとめたもの

であり、主に内陸部における現在の状況を念頭に議論を行ってきたもので

ある。そのため、今回は沿岸被災地における特定大規模集客施設の立地の

あり方等に関してまで議論を深めるには至らなかったが、今後、まちづく

りの進捗状況に応じ、沿岸被災地における特定大規模集客施設の立地状況

について、引き続き注視していくこととしたい。 

 

 

 

 

(注)検討に当たっては、報告書の素案をまとめた段階でパブリック・コメントを実施

（平成 25 年６月 10 日から同年７月９日まで意見を募集し、５団体から意見提出）

し、その実施結果も参考に報告書を取りまとめたものである。 
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ⅠⅠⅠⅠ    誘導地域の考え方について誘導地域の考え方について誘導地域の考え方について誘導地域の考え方について（論点①）（論点①）（論点①）（論点①）    

 

１１１１    論点の設定論点の設定論点の設定論点の設定    

  特定大規模集客施設の立地誘導制度立地誘導制度立地誘導制度立地誘導制度について、適地誘導の効果適地誘導の効果適地誘導の効果適地誘導の効果が表れ

ているか（特定大規模集客施設が立地しようとする場合に「立地が適切「立地が適切「立地が適切「立地が適切

な地域」に誘導な地域」に誘導な地域」に誘導な地域」に誘導するとともに、都市の無秩序な拡散を抑制都市の無秩序な拡散を抑制都市の無秩序な拡散を抑制都市の無秩序な拡散を抑制するものとな

っているか）。 

    

    

２２２２    特定大規模集客施設の立地（届出）状況特定大規模集客施設の立地（届出）状況特定大規模集客施設の立地（届出）状況特定大規模集客施設の立地（届出）状況    

    

    

    

    

    

    【【【【図図図図表表表表１１１１】】】】立地誘導条例施行前後における立地誘導条例施行前後における立地誘導条例施行前後における立地誘導条例施行前後における立地立地立地立地（（（（届出届出届出届出）状況）状況）状況）状況    [平成 25 年７月現在]    

 

条例施行前 

[平成 20 年９月まで] 

（全 69 施設） 

条例施行後 

[平成 20 年 10 月～平成 25 年７月] 

 （全 7 施設）(注) 

原則適地 

（商業地域、近隣商業地域） 

     ※Ｐ18 参照 

23/69 施設 

(33.3％) 

※準工業地域準工業地域準工業地域準工業地域・白地地域白地地域白地地域白地地域（Ｐ

18 参照）への立地多数立地多数立地多数立地多数 

6/7 施設 

(85.7%85.7%85.7%85.7%) 

特に立地が望ましい地域① 

（広域都市拠点） 

57/69 施設 

(82.6％) 

7/7 施設 

(100100100100％％％％) 

特に立地が望ましい地域② 

（中心市街地） 

4/69 施設 

(5.8%) 

1/7 施設 

(14.3％) 

※クロステラス盛岡 

   (注)・適地要素を全て満たすため届出不要であった１件（クロステラス盛岡）を含む。 

・平成 25 年７月現在、手続中である１件（（仮称）花巻南新田タウン）については、

カウントしていない。 

 

 

 

 

立地誘導条例施行後は、図表１のとおり、「立地が適切な地域」「立地が適切な地域」「立地が適切な地域」「立地が適切な地域」へへへへ

の立地誘導がの立地誘導がの立地誘導がの立地誘導が概ね図られている図られている図られている図られている。 

※ただし、中心市街地への立地は、市町村のインフラ整備の状況インフラ整備の状況インフラ整備の状況インフラ整備の状況などにより

難しい難しい難しい難しい面がある。 
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 ○○○○立地が適切な立地が適切な立地が適切な立地が適切な地域地域地域地域（立地誘導指針）    

 評価指標 

原則原則原則原則    

適地適地適地適地 

市町村の都市計画市町村の都市計画市町村の都市計画市町村の都市計画において、商業・サ商業・サ商業・サ商業・サ

ービス業務機能ービス業務機能ービス業務機能ービス業務機能の立地立地立地立地、集積集積集積集積を図るこ

ととされている地域 

商業地域商業地域商業地域商業地域    

近隣商業地域近隣商業地域近隣商業地域近隣商業地域    

 

特に立特に立特に立特に立

地が望地が望地が望地が望

ましいましいましいましい

地域 

都市圏の中で広域的な都市広域的な都市広域的な都市広域的な都市

機能の拠点機能の拠点機能の拠点機能の拠点となることが適

切な地域 

盛岡市、宮古市、大船渡市、花巻

市、北上市、久慈市、遠野市、一

関市、釜石市、二戸市、奥州市 

社会資本及び公共交通アク

セスの整備並びに都市機能

の集積が図られている「中中中中

心市街地心市街地心市街地心市街地」区域内 

認定中心市街地(*４)区域内 

第二種大規模小売店舗立地法特

例区域(*５)内 

 

 

 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

[[[[立地誘導条例の目的立地誘導条例の目的立地誘導条例の目的立地誘導条例の目的]]]]    

特定大規模集客施設が立地しようとする場合、「立地が適切な地域立地が適切な地域立地が適切な地域立地が適切な地域」

に誘導誘導誘導誘導すること（また、隣接市町村の土地利用計画に著しい影響を与

える場合は、県が広域調整広域調整広域調整広域調整の役割を担う）。 

 

中心市街地中心市街地中心市街地中心市街地    

原則適地原則適地原則適地原則適地    

商業商業商業商業地域地域地域地域・・・・    

近隣商業地域近隣商業地域近隣商業地域近隣商業地域    

原則適地原則適地原則適地原則適地  

特に立地が望ましい地域①特に立地が望ましい地域①特に立地が望ましい地域①特に立地が望ましい地域①  

広域都市拠点広域都市拠点広域都市拠点広域都市拠点    

特に立地が特に立地が特に立地が特に立地が    

望ましい地域望ましい地域望ましい地域望ましい地域    
特に立地が特に立地が特に立地が特に立地が    

望ましい地域望ましい地域望ましい地域望ましい地域    

特に立地が望ましい地域②特に立地が望ましい地域②特に立地が望ましい地域②特に立地が望ましい地域②  

※３要素全てを満たす３要素全てを満たす３要素全てを満たす３要素全てを満たす場合は届出不要届出不要届出不要届出不要    

*４ 認定中心市街地認定中心市街地認定中心市街地認定中心市街地 中心市街地活性化基本計画（市町村が作成し内閣総理大臣の認定を受け

たもの）において定められた中心市街地（中心市街地の活性化に関する法律（以下「中活法」

と略称）第 16 条第１項）。県内では、盛岡市、久慈市、遠野市のみが認定を受けている。 

*５ 第二種大規模小売店舗立地法特例区域第二種大規模小売店舗立地法特例区域第二種大規模小売店舗立地法特例区域第二種大規模小売店舗立地法特例区域 届出及び説明会の開催のみで大規模小売店舗（店

舗面積 1,000 ㎡超の小売店舗）の出店が可能となる区域（中活法第 55 条第１項）。県内にお

いて指定されている区域はない。 
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３３３３    適地誘導の効果適地誘導の効果適地誘導の効果適地誘導の効果    

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【立地誘導【立地誘導【立地誘導【立地誘導条例の目的】条例の目的】条例の目的】条例の目的】    

特定大規模集客施設の適地誘導適地誘導適地誘導適地誘導 

⇒都市の無秩序な拡散を防ぐ無秩序な拡散を防ぐ無秩序な拡散を防ぐ無秩序な拡散を防ぐ。 

【適地誘導の効果】【適地誘導の効果】【適地誘導の効果】【適地誘導の効果】    

立地誘導条例により、特定大規模集客施設が立地しようとする場合

には「立地が適切な地域」への誘導が概ね図られており、都市が無秩無秩無秩無秩

序に拡散序に拡散序に拡散序に拡散するような事態は起こっていない起こっていない起こっていない起こっていない（県・市町村の土地利用計

画に適合）。 

⇒「立地が適切な地域」の３要素は誘導地域として適当 

立地が適切な地域 

市町村の土地利用計画を基に判断市町村の土地利用計画を基に判断市町村の土地利用計画を基に判断市町村の土地利用計画を基に判断 

＝ 

【【【【市町村の土地利用計画との関係市町村の土地利用計画との関係市町村の土地利用計画との関係市町村の土地利用計画との関係】】】】    

・立地誘導条例における審査では、「立地が適切な地域」（特に「原

則適地」）は市町村の土地利用計画を基に判断する。 

・具体的な土地利用計画の決定権限決定権限決定権限決定権限は市町村市町村市町村市町村が有しており（都市計画

法等に基づくもの）、拠点等に位置付けられていない郊外郊外郊外郊外に市町村が

商業系の用途指定商業系の用途指定商業系の用途指定商業系の用途指定を行い、特定大規模集客施設の立地を図ること

も可能である。 

⇒立地誘導条例（県条例）の権能には限界があり、仮に市町村が郊

外への商業集積を土地利用計画に位置付けるのであれば、県が施

設の立地に異を唱えることは難しい。 

※立地誘導条例は市町村間の土地利用計画市町村間の土地利用計画市町村間の土地利用計画市町村間の土地利用計画を調整調整調整調整（広域調整広域調整広域調整広域調整）するもの 

（市町村のまちづくりのあり方まちづくりのあり方まちづくりのあり方まちづくりのあり方そのものについてまで審査・評価審査・評価審査・評価審査・評価することは

難しい難しい難しい難しい。） 

特に、隣接市町村隣接市町村隣接市町村隣接市町村の土地利用計画に著しい著しい著しい著しい    

影響影響影響影響を与える場合 

⇒県の土地利用計画を基に、県が調整 

（広域調整広域調整広域調整広域調整）(*６) 

*６ 隣接市町村から反対の意見が提出され、隣接市町村から反対の意見が提出され、隣接市町村から反対の意見が提出され、隣接市町村から反対の意見が提出され、県が調整を行った事例県が調整を行った事例県が調整を行った事例県が調整を行った事例    

Ｙ県Ｓ町（人口２万人弱）において、床面積約 12 万㎡（県内最大規模）の集客施設の

立地が計画され、「大規模集客施設等の立地に関する方針」に基づきＹ県に届出がなされ

たところ、隣接の４市（うち１市は県庁所在地）全てから反対の意見が提出されたことや、

県の都市計画区域マスタープランにおいて当該地区が広域拠点とは位置付けられていな

いこと等から、Ｙ県は、計画内容及び計画実施時期を見直すべき旨の県意見を届出者に対

し通知した。 

 ※なお、本県においては、これまで隣接市町村から意見が提出された事例はない。 
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４４４４    検討結果検討結果検討結果検討結果    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

       

 

 

 

 

 

 

 

 

[[[[県が策定する条例としての限界県が策定する条例としての限界県が策定する条例としての限界県が策定する条例としての限界]]]]    

１１１１    市町村の土地利用計画の尊重市町村の土地利用計画の尊重市町村の土地利用計画の尊重市町村の土地利用計画の尊重 

特定大規模集客施設立地の適否は立地市町村の土地利用計画を基に判断す

るため、県が立地市町村の意向を無視することは難しい。 

２２２２    商業調整の禁止商業調整の禁止商業調整の禁止商業調整の禁止（大規模小売店舗立地法第 13 条） 

中心市街地（既存商店街）を守るといった趣旨の条例を制定することは難

しい。 

３３３３    上乗せ条例の禁止上乗せ条例の禁止上乗せ条例の禁止上乗せ条例の禁止 

特定大規模集客施設の立地が認められている地域（近隣商業地域など）に

ついて、県が上乗せ規制を行うことは難しい。 

⇒現行より誘導地域を厳しく設定する（＝狭くする）ことは難しい。 

・各種補助事業等による支援  

（国、県、市町村）  

商業振興施策商業振興施策商業振興施策商業振興施策    

・立地誘導条例立地誘導条例立地誘導条例立地誘導条例による適地誘導適地誘導適地誘導適地誘導（県） 

・用途指定等の土地利用計画による立

地規制（市町村）  

大型店大型店大型店大型店立地立地立地立地((((適地適地適地適地))))誘導誘導誘導誘導・規制・規制・規制・規制施策施策施策施策    

※両施策への取組が必要  

論点①論点①論点①論点①    検討結果検討結果検討結果検討結果    

(1) 立地誘導条例により適地誘導の効果適地誘導の効果適地誘導の効果適地誘導の効果が一定程度表れており（都市が

無秩序に拡散無秩序に拡散無秩序に拡散無秩序に拡散するような事態は起こっていない起こっていない起こっていない起こっていない）、引き続き立地誘導制度立地誘導制度立地誘導制度立地誘導制度

（*７）を存続を存続を存続を存続させることが望ましい。    

(2) ただし、「立地が適切な地域」は市町村の土地利用計画を基に判断

するため、仮に市町村が郊外への商業集積を土地利用計画に位置付

けるのであれば、県が施設の立地に異を唱えることは難しい。 

⇒市町村の土地利用計画と連携することにより立地誘導条例が十分

な効果を発揮するため、市町村における特定大規模集客施設の配特定大規模集客施設の配特定大規模集客施設の配特定大規模集客施設の配

置の考え方置の考え方置の考え方置の考え方等について、専門検討委員会として望ましいまちづく望ましいまちづく望ましいまちづく望ましいまちづく

りのあり方を示すりのあり方を示すりのあり方を示すりのあり方を示すことが必要ではないか（論点③の部分で検討）。 

都市の無秩序な拡散を抑制  商店街・商業者の振興  

[県事業の例] 
・商店街活性化事業に係る 

助成(いわて希望ファンド） 
・個店指導の専門家派遣等 

*７ 立地誘導制度と関連する施策立地誘導制度と関連する施策立地誘導制度と関連する施策立地誘導制度と関連する施策  
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[[[[その他の効果その他の効果その他の効果その他の効果]]]]    

(1) 床面積 6,000 ㎡超の集客施設だけでなく、6,000 ㎡以下の集客施設の新設につい

ても減少傾向が見られる（Ｈ24 除く）。   

 

(2) 「立地を抑制する地域立地を抑制する地域立地を抑制する地域立地を抑制する地域」（白地地域等）に該当該当該当該当するため規模を縮小規模を縮小規模を縮小規模を縮小した事例も見

られた。 

※規制が緩い地域規制が緩い地域規制が緩い地域規制が緩い地域（白地地域白地地域白地地域白地地域等）への立地需要立地需要立地需要立地需要が見込まれる場合（沿岸被災地など）には、立

地誘導条例が一定の効果一定の効果一定の効果一定の効果を果たしているものと考えられる。 

(3) 工事着工前工事着工前工事着工前工事着工前に出店計画が明らか出店計画が明らか出店計画が明らか出店計画が明らかになること(*８)及び説明会説明会説明会説明会がががが開催開催開催開催されることされることされることされることは

地元にとって有地元にとって有地元にとって有地元にとって有益益益益であると考えている市町村もあった。 

 

 

    

    

    

【図【図【図【図表２表２表２表２】大規模小売店舗の】大規模小売店舗の】大規模小売店舗の】大規模小売店舗の新設新設新設新設状況状況状況状況（全県）（全県）（全県）（全県）    

            

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ※床面積※床面積※床面積※床面積 6,0006,0006,0006,000 ㎡超の基準㎡超の基準㎡超の基準㎡超の基準    

    床面積が 6,000 ㎡を超えると、一の市町村域を超えて広域に影響一の市町村域を超えて広域に影響一の市町村域を超えて広域に影響一の市町村域を超えて広域に影響を及ぼすおそれがある

ことを理由に当該基準を設定（行政境と市庁舎間の最短距離の平均と、大規模小売店舗立

地法届出書の商圏設定範囲より算定） 

 

 

 

立地誘導条例施行 

*８ 工事着手の制限工事着手の制限工事着手の制限工事着手の制限 立地誘導条例第 12 条第１項の規定により、届出手続が終了するまでは、

届出者は工事に着手することができない。 
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ⅡⅡⅡⅡ    地域貢献活動のあり方について地域貢献活動のあり方について地域貢献活動のあり方について地域貢献活動のあり方について（論点②）（論点②）（論点②）（論点②）    

    

１１１１    論点の設定論点の設定論点の設定論点の設定    

  特定大規模集客施設の地域貢献活動計画提出制度地域貢献活動計画提出制度地域貢献活動計画提出制度地域貢献活動計画提出制度について、地域地域地域地域への

周知周知周知周知及び住民住民住民住民の理解理解理解理解が図られるとともに、設置者設置者設置者設置者の積極的な積極的な積極的な積極的な取組取組取組取組を促進促進促進促進

するものとなっているか。 

 

 

２２２２    地域貢献活動地域貢献活動地域貢献活動地域貢献活動計画書計画書計画書計画書及び及び及び及び報告書報告書報告書報告書の提出状況の提出状況の提出状況の提出状況    [平成 25 年７月現在]    

  (1) 提出率 

    88886666....1111％％％％（全 72 施設のうち 66662222 施設が提出）  

                                ※72 施設：既存施設設置者も含む。 

  (2) 取組数の多い項目 

・廃棄物対策への協力（56 施設） 

・犯罪防止環境の整備（53 施設） 

・地球温暖化防止対策への協力（50 施設） など 

 

 

 ３３３３    地域貢献活動計画提出制度の効果地域貢献活動計画提出制度の効果地域貢献活動計画提出制度の効果地域貢献活動計画提出制度の効果    

 

 

 

 

 

 

 

   ⇒①地域住民にとって、設置者の取組内容が分かりやすい 

②設置者の地域貢献活動の取組を促進する 

 

 地域貢献活動計画書及び報告書は多くの設置者から提出されてお

り、ＨＰに公表することで一定程度の周知は図られているが、 

(1) 計画書及び報告書の記載が抽象的抽象的抽象的抽象的な内容に留まっているもの

が多く、具体的な具体的な具体的な具体的な取組取組取組取組内容が内容が内容が内容が分かり分かり分かり分かりにくいにくいにくいにくい。 

(2) 地域貢献活動の例が広範囲に渡っており、設置者にとってもどどどど

のようなのようなのようなのような取組取組取組取組に重点を置くべきか分かりにくいに重点を置くべきか分かりにくいに重点を置くべきか分かりにくいに重点を置くべきか分かりにくい。 

制度にする 

ことが必要 
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４４４４    検討結果検討結果検討結果検討結果    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ※なお、床面積 6,0006,0006,0006,000 ㎡以下㎡以下㎡以下㎡以下の集客施設についても、取組を行う意向がある設

置者に関しては、任意の取組任意の取組任意の取組任意の取組として地域貢献活動計画提出制度の対象に加え対象に加え対象に加え対象に加え

るるるることも有益と考えられる。 

 

  【【【【図表３図表３図表３図表３】】】】数値化・具体化の例数値化・具体化の例数値化・具体化の例数値化・具体化の例（重点的に取り組むべき項目）（重点的に取り組むべき項目）（重点的に取り組むべき項目）（重点的に取り組むべき項目）    

数値化 

の例 

・地元雇用地元雇用地元雇用地元雇用・正規雇用正規雇用正規雇用正規雇用の比率比率比率比率 

・地元商品地元商品地元商品地元商品の調達率調達率調達率調達率 

具体化 

の例 

・地元商店街・団体地元商店街・団体地元商店街・団体地元商店街・団体との共同イベント共同イベント共同イベント共同イベント・・・・活動活動活動活動（縁日広場、ちゃぶ

台返し世界大会、子ども将棋大会 等） 

・買物弱者買物弱者買物弱者買物弱者（高齢者等）への宅配事業（見守り機能見守り機能見守り機能見守り機能も含むもの） 

・災害発生時災害発生時災害発生時災害発生時における地域の防災拠点地域の防災拠点地域の防災拠点地域の防災拠点としての協力（県・市町村

との災害協定締結、避難訓練の実施等） 

・深夜営業を行う場合：防犯防犯防犯防犯等に係る具体的対策 

※青少年の深夜徘徊に関する事項も含む。 

・地元住民地元住民地元住民地元住民・・・・団体団体団体団体と意見交換と意見交換と意見交換と意見交換を行う場の設定 

  【【【【図図図図表４表４表４表４】】】】評価・公表評価・公表評価・公表評価・公表の例の例の例の例    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

論点②論点②論点②論点②    検討結果検討結果検討結果検討結果    

(1) 地域貢献活動の取組内容が抽象的な内容に留まっているものが多

く、設置者にとってもどのような取組に重点を置くべきか分かりにく

くなっていることから、地域貢献活動に掲げる項目のうち重点的に取重点的に取重点的に取重点的に取

り組むべき項目り組むべき項目り組むべき項目り組むべき項目を設定し、当該項目について数値化数値化数値化数値化・具体化具体化具体化具体化した報告

を求めてはどうか。 [図表３参照] 

(2) 設置者の地域貢献活動に係る取組を促進するため、特に注目すべき特に注目すべき特に注目すべき特に注目すべき

事例事例事例事例等を県が選定し、公表公表公表公表を行うなどの仕組みも有効ではないか。 

[図表４参照] 

【設置者】 

計画書の提出計画書の提出計画書の提出計画書の提出    

【設置者】 

計画書計画書計画書計画書に従いに従いに従いに従い

取組を実行取組を実行取組を実行取組を実行    

【設置者】 

報告書報告書報告書報告書の提出の提出の提出の提出    

【県】 

優良事例優良事例優良事例優良事例選選選選定定定定    

・・・・公表公表公表公表    

【設置者】 

次期次期次期次期計画書計画書計画書計画書    

内容の検討内容の検討内容の検討内容の検討    

PLANPLANPLANPLAN    DODODODO    

CHECKCHECKCHECKCHECK    ACTIONACTIONACTIONACTION    他事例を参考に

※市町村・商工団体

に対し計画書・報

告書を送付 

審議会委員への

報告・意見聴取等  
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ⅢⅢⅢⅢ    望ましいまちづくりのあり方について望ましいまちづくりのあり方について望ましいまちづくりのあり方について望ましいまちづくりのあり方について（論点③）（論点③）（論点③）（論点③）    

 

 １１１１    論点の設定論点の設定論点の設定論点の設定    

 (1) 背景（論点①参照） 

「立地が適切な地域」は市町村の土地利用計画を基に判断するため、

仮に市町村が郊外への商業集積を土地利用計画に位置付けるのであ

れば、県が施設の立地に異を唱えることは難しい。 

⇒市町村の土地利用計画と連携することにより立地誘導条例が十分

な効果を発揮するため、市町村における特定大規模集客施設の配置特定大規模集客施設の配置特定大規模集客施設の配置特定大規模集客施設の配置

の考え方の考え方の考え方の考え方等について、専門検討委員会として望ましいまちづくりの望ましいまちづくりの望ましいまちづくりの望ましいまちづくりの

あり方を示すあり方を示すあり方を示すあり方を示すことが必要ではないか。 

 

(2) 論点 

特定大規模集客施設の配置特定大規模集客施設の配置特定大規模集客施設の配置特定大規模集客施設の配置を考える上で、どのようなまちづくりまちづくりまちづくりまちづくりを

行うことが望ましいと考えられるか。 

 

 

２２２２    都市のあり方の変化都市のあり方の変化都市のあり方の変化都市のあり方の変化    

(1) 従来の考え方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大型店大型店大型店大型店    

商業機能商業機能商業機能商業機能が集積集積集積集積    

※商業地域商業地域商業地域商業地域として 

ゾーニングゾーニングゾーニングゾーニング    

（用途の純化） 

対立対立対立対立構造構造構造構造    

中心市街地中心市街地中心市街地中心市街地    

＝ 

中心市街地は、原則、 

一市町村一市町村一市町村一市町村に一区域一区域一区域一区域(注) 

(注)中心市街地の活性化を図るための基本的な方針[Ｈ18.9.8 閣議決定]第３章２(1) 

中心市街地のみに 

商業機能を集約 

するような傾向 
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拠点拠点拠点拠点    

拠点拠点拠点拠点    

まとまったまとまったまとまったまとまった    

住宅地住宅地住宅地住宅地    

  (2) 現在の状況（一例） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

    

    

    

    

    

 

 

    

    

    

    

    

実際には居住・商業居住・商業居住・商業居住・商業の複合ゾーン複合ゾーン複合ゾーン複合ゾーン    
（住商混在地域住商混在地域住商混在地域住商混在地域）に 
※特に高齢者高齢者高齢者高齢者が街なか街なか街なか街なかに居住 

 例）１階店舗、２階以上マンション 

   （土地の立体的立体的立体的立体的な活用活用活用活用） 

【キーワード】【キーワード】【キーワード】【キーワード】    

「「「「人の住まい方人の住まい方人の住まい方人の住まい方」の」の」の」の変化変化変化変化    

中心市街地中心市街地中心市街地中心市街地    

＝ 

複数の拠点複数の拠点複数の拠点複数の拠点を持つ 

市町村も存在 

最寄品最寄品最寄品最寄品(*９)をををを

扱う商業扱う商業扱う商業扱う商業施設施設施設施設    

住宅地に商業施設が立地 

＝ 

人の住む場所人の住む場所人の住む場所人の住む場所の近く近く近く近くに 

商業施設が立地商業施設が立地商業施設が立地商業施設が立地    

買回り品買回り品買回り品買回り品（*９）

を扱う大を扱う大を扱う大を扱う大型店型店型店型店    

＝ 
住宅住宅住宅住宅と商業施設商業施設商業施設商業施設との適適適適

切な併存切な併存切な併存切な併存のあり方を考

えることが必要 

人口減少人口減少人口減少人口減少が進む中、「中心市街地も郊外も等しく中心市街地も郊外も等しく中心市街地も郊外も等しく中心市街地も郊外も等しく発展発展発展発展」

という形でのまちづくりを進めることは難しい。 

＝人口減少を見据え、住住住住宅宅宅宅及び商業施設商業施設商業施設商業施設等を各拠点・地各拠点・地各拠点・地各拠点・地

域域域域に適切な規模適切な規模適切な規模適切な規模（地域の需要に合った規模）で配置配置配置配置す

ることが必要(＊10) 

*９ 最寄品最寄品最寄品最寄品 食料品、日用品、台所用品、医薬品、化粧品など 

   買回り品買回り品買回り品買回り品 紳士服、婦人服、家具、インテリア、家電製品など 

  （県広域消費購買動向調査の定義による。） 

*10 [[[[参考参考参考参考]]]]「コンパクトシティ」の主な要素「コンパクトシティ」の主な要素「コンパクトシティ」の主な要素「コンパクトシティ」の主な要素（各種参考文献より） 

   ①都市圏の中で、ある程度集積の基盤を有する中核拠点と準拠点（郊外拠点）に適切な都

市機能を集約すること。 

   ②拠点ごとに「まちなか」居住を推進すること。 

   ③各拠点間や拠点内の公共交通利便の向上を通じ、移動・アクセス性を高めること。 

   など 
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            【図表５【図表５【図表５【図表５】】】】中心市街地中心市街地中心市街地中心市街地におけるにおけるにおけるにおける人口の変化（盛岡市）人口の変化（盛岡市）人口の変化（盛岡市）人口の変化（盛岡市）    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

    

    

    

    

    

    

            ⇒大型店に係る適適適適切な配置切な配置切な配置切な配置のあり方を考えることが必要 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

[[[[大型店大型店大型店大型店のののの新たな新たな新たな新たな機能機能機能機能（一例）（一例）（一例）（一例）]]]]    

(1) 広い空間広い空間広い空間広い空間で長い間くつろぐことが可能（冷暖房も完備冷暖房も完備冷暖房も完備冷暖房も完備）    

(2) 買物をする場だけでなく、各種イベント各種イベント各種イベント各種イベントを実施 

  ※人々の交流の場の提供（「モノ」の「モノ」の「モノ」の「モノ」の購入購入購入購入から、大型店で過ごすこと過ごすこと過ごすこと過ごすことを

目的とした「コト消費「コト消費「コト消費「コト消費」」」」へシフト(*12)） 

(3) 店舗に来ることができない方には宅配サービス宅配サービス宅配サービス宅配サービスを実施 

→従来、商店街が担っていた機能商店街が担っていた機能商店街が担っていた機能商店街が担っていた機能を大型店も担う大型店も担う大型店も担う大型店も担うように 

（中心市街地と大型店との対立構造から変化してきている部分もある。） 

[参考]盛岡市全体のマンション立地数：165165165165 棟棟棟棟（平成 23 年 12 月現在） 

   うち 64646464 棟棟棟棟（約約約約 40404040％％％％）が中心市街地中心市街地中心市街地中心市街地区域区域区域区域内内内内に立地 

   ※中心市街地（218ha）：市街化区域(*11)（5,266ha）のうち約４％の面積 

[[[[参考参考参考参考]]]]大型店大型店大型店大型店のののの立地に伴う商圏の広域化立地に伴う商圏の広域化立地に伴う商圏の広域化立地に伴う商圏の広域化    

・メリット ：経済圏の広域化（人の移動に伴う交流） 

・デメリット：他都市への顧客の流出 

⇒①顧客の流出は消費者の選択の結果であり、商業調整も禁じられているこ

とから法的に否定はできないが、車を使うことができない方（高齢者等）

の買物の選択肢がなくならないようなまちづくりは必要である。 

②立地誘導条例の手続において、隣接市町村からの意見聴取を踏まえて県

が広域調整を行うことは、一定の意義がある。 

*11 市街化区域市街化区域市街化区域市街化区域 既に市街地を形成している区域及び概ね 10 年以内に優先的かつ計画的に市

街化を図るべき区域（都市計画法第７条第２項）  

*12 「コト消費」へのシフト「コト消費」へのシフト「コト消費」へのシフト「コト消費」へのシフト 「モノ」（衣料品、家電製品など）の購入から、施設で過ごす

「コト」（外食、娯楽サービス、イベントなど）へ消費行動がシフトしていくという概念（各

種参考文献より） 
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    ３３３３    検討結果検討結果検討結果検討結果    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   [商業施設の配置及び規模等に係る市町村土地利用計画の明確化の例（想定例）] 

   ①住商混在地域住商混在地域住商混在地域住商混在地域 

近隣住民の買物利便性の向上を図るような規模の商業施設を誘導（住居系の用

途地域に指定されているが、一定規模の商業機能も必要な地域） 

[実例]Ａ市都市計画マスタープラン(*13) 

   住商複能地（買物利便性を高める必要がある地域）：日常生活に関連の深い最寄型

商業の立地を許容 

   ②幹線道路沿い幹線道路沿い幹線道路沿い幹線道路沿いの商業地域 

    渋滞の発生を抑制するため、中規模程度の商業施設を誘導 

[実例]Ｂ市都市計画マスタープラン 

        沿道流通業務ゾーン：沿道型商業施設・流通業務施設等の立地誘導を図り、大規 

模集客施設（床面積 10,000 ㎡超）の立地は抑制 

   ③中心市街地に次ぐ準拠点準拠点準拠点準拠点 

    大規模な商業施設を誘導 

    [実例]Ｃ市地区計画（*14） 

        大規模商業施設地区：新都市の核的施設となる大規模な商業施設が立地する地区

を形成 

   ※１ 上記①～③のほか、特別用途地区(*15)の設定も有効 

   ※２ 沿岸被災地においては、「津波浸水想定区域内のため、大規模集客施設が立地する場

合は防災機能（一時避難場所としての機能等）を備えたものとする」などの記載も有効 

 

 

 

 

    

    

論点③論点③論点③論点③    検討結果検討結果検討結果検討結果【提言】【提言】【提言】【提言】    

(1) 住居地域・商業地域それぞれにおいて、住宅住宅住宅住宅と商業施設商業施設商業施設商業施設が適切に適切に適切に適切に

併存併存併存併存できるよう、人の人の人の人の住まい方住まい方住まい方住まい方を中心にしてまちづくりを考えてい

かなければならないのではないか（人が住む場所の近くには、ある程度

の規模の商業施設は必要）。 

(2) 人の住まい方人の住まい方人の住まい方人の住まい方を念頭に置いた上で計画的にまちづくりを進める計画的にまちづくりを進める計画的にまちづくりを進める計画的にまちづくりを進める

ことができるよう、商業施設を配置す商業施設を配置す商業施設を配置す商業施設を配置すべきべきべきべき地域地域地域地域及び適切な規模適切な規模適切な規模適切な規模等に

ついて、市町村の土地利用計画においてあらかじめ明確明確明確明確にしておくにしておくにしておくにしておく

必要があるのではないか（併せて、機動的に見直し機動的に見直し機動的に見直し機動的に見直しを行っていくことも

必要）。 

*13 市町村都市計画マスタープラン市町村都市計画マスタープラン市町村都市計画マスタープラン市町村都市計画マスタープラン 市町村の都市計画に関する基本的な方針（都市計画法第

18 条の２） 

*14 地区計画地区計画地区計画地区計画 一定の地区を対象に、居住者の利用する道路・公園等の施設の配置・規模に関

する事項や、建築物の形態・用途・敷地等に関する事項を定め、地区特性にふさわしい良好

な市街地の整備を図る制度（都市計画法第12条の５） 

*15 特別用途地区特別用途地区特別用途地区特別用途地区 用途制限を補完するために、用途制限を加重加重加重加重したり緩和緩和緩和緩和する制度（都市計

画法第９条第 13 項） 

  （例）盛岡市：準工業地域に特別用途地区を設定し床面積 10,000 ㎡超の集客施設の立地を

制限 
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[[[[参考参考参考参考]]]]ゾーニングの実態ゾーニングの実態ゾーニングの実態ゾーニングの実態    

①地域状況の変化 

用途指定から長期間が経過し地域状況が変化しているにもかか

わらず、用途が見直されないままになっている地域が散見される

（実際には商業商業商業商業施設が集積施設が集積施設が集積施設が集積しているが、工業系工業系工業系工業系の用途に指定された指定された指定された指定された    

ままままままままの地域等）。 

②用途指定の考え方 

・当県の場合、郊外郊外郊外郊外に近隣商業地域近隣商業地域近隣商業地域近隣商業地域を指定している場合が多い。 

・建築基準法上、近隣商業地域への大規模集客施設建設は認められ

ている。 

⇒用途指定の考え方用途指定の考え方用途指定の考え方用途指定の考え方と実際に立地する施設実際に立地する施設実際に立地する施設実際に立地する施設との規模規模規模規模にズレズレズレズレが生じ

ている場合もある。 
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（参考資料） 

【図表【図表【図表【図表６６６６    届出手続の流れ】届出手続の流れ】届出手続の流れ】届出手続の流れ】    

    

    

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

県意見通知 

届出 

審議会意見聴取 

・届出者：説明会開催 

・関係市町村・住民等：意見提出 

６か月 

以内 

意見なし 意見あり 

手続終了 見解報告 

県意見を適正に 

反映している場合 

(届出者) 

(届出者) 

①県意見を適正に反映していない場合 かつ 

②まちづくり計画に著しい影響著しい影響著しい影響著しい影響を及ぼす場合 

不勧告通知 

＝手続終了 

審議会意見聴取 

勧告 

対応状況報告 

(届出者) 

勧告に従わない場合又は
報告をしなかった場合 

公表 

【対象施設】 

 床面積床面積床面積床面積 6,0006,0006,0006,000 ㎡超㎡超㎡超㎡超の集客施設集客施設集客施設集客施設（店舗、遊技場、映画館など） 

工
事
着
手
制
限 

[勘案すべき事項] 

①立地誘導指針に対する適合性 

②県・市町村の土地利用計画に 

対する適合性 

③交通機関・交通手段の状況 

④新たな社会資本整備の内容 



16 

 

    

【図表７】【図表７】【図表７】【図表７】地域貢献活動計画提出手続の概要地域貢献活動計画提出手続の概要地域貢献活動計画提出手続の概要地域貢献活動計画提出手続の概要    

    

        ○新設届出者の場合○新設届出者の場合○新設届出者の場合○新設届出者の場合    

    

    

    

 

 

 

 

 

    ○既設設置者の場合○既設設置者の場合○既設設置者の場合○既設設置者の場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＨＰで公表 

地域貢献活動計画書作成 

(新設届出者) 

(県) 

地域貢献活動報告書作成 

(設置者) 

※新設届出時に関係市町村・ 

住民等から出た意見に配慮意見に配慮意見に配慮意見に配慮    

事業年度終了時 

ＨＰで公表 

(県) 

事業年度開始時 

提出 

提出 

地域貢献活動計画書作成 

(設置者) 

ＨＰで公表 

提出 
(県) 

毎年度継続 

営業開始日まで 
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【図表８【図表８【図表８【図表８    大規模集客施設の立地に係る大規模集客施設の立地に係る大規模集客施設の立地に係る大規模集客施設の立地に係る立地誘導条例の位置付け】立地誘導条例の位置付け】立地誘導条例の位置付け】立地誘導条例の位置付け】    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 周辺に、追加的追加的追加的追加的に商業施設が集積商業施設が集積商業施設が集積商業施設が集積する可能性 

(2) 追加的追加的追加的追加的な社会資本整備社会資本整備社会資本整備社会資本整備が必要になる可能性 

 例）・白地地域に大規模な商業施設が立地 

   ・周辺に小規模な商業施設が立地し、商業施設が集積 

・交通渋滞発生⇒行政側で道路整備（拡幅等）の必要 

大規模集客施設の立地がまちづくりに与える影響大規模集客施設の立地がまちづくりに与える影響大規模集客施設の立地がまちづくりに与える影響大規模集客施設の立地がまちづくりに与える影響    

①土地利用関係計画土地利用関係計画土地利用関係計画土地利用関係計画（まちづくり計画）まちづくり計画）まちづくり計画）まちづくり計画）への影響（都市の無秩序な拡大無秩序な拡大無秩序な拡大無秩序な拡大） 

②行政コスト増大行政コスト増大行政コスト増大行政コスト増大 

１１１１    改正都市計画法改正都市計画法改正都市計画法改正都市計画法（Ｈ18） 
 ゾーニングゾーニングゾーニングゾーニングにより、床面積 10,000
㎡超の集客施設の立地を制限 

⇒原則、商業商業商業商業・近隣商業近隣商業近隣商業近隣商業・準工業準工業準工業準工業地
域の３地域に限定限定限定限定    

２２２２    大規模小売店舗立地法大規模小売店舗立地法大規模小売店舗立地法大規模小売店舗立地法（Ｈ12） 
 店舗面積 1,000 ㎡超の小売店舗に
届出を義務付け 

⇒周辺地域周辺地域周辺地域周辺地域の交通渋滞交通渋滞交通渋滞交通渋滞や騒音の発生
等について審査 

３３３３    立地誘導条例立地誘導条例立地誘導条例立地誘導条例（Ｈ20） 

 床面積 6,000 ㎡超の集客施設に届出を義務付け 

(1) 隣接市町村のまちづくり計画等に大きな影響を与える大きな影響を与える大きな影響を与える大きな影響を与える場合 

   →県の土地利用関係計画を基に調整調整調整調整 

(2) 隣接市町村のまちづくり計画等に殆ど影響を与えない殆ど影響を与えない殆ど影響を与えない殆ど影響を与えない場合 

→立地市町村の土地利用関係計画土地利用関係計画土地利用関係計画土地利用関係計画等に適合適合適合適合しているかを審査 

（立地が適切な地域立地が適切な地域立地が適切な地域立地が適切な地域（都市機能の集積を図る地域等）へ誘導誘導誘導誘導）

・立地全てを抑制するものではない全てを抑制するものではない全てを抑制するものではない全てを抑制するものではない。 

・立地が適切な地域に該当しない場合該当しない場合該当しない場合該当しない場合、県が事業者に意見を通知意見を通知意見を通知意見を通知    

【問題点】 

周辺地域だけでなく、広域的広域的広域的広域的な交通基盤

に影響を及ぼす場合まで対応できるか？ 

【問題点】 

隣接隣接隣接隣接市町村の土地利用関係計画土地利用関係計画土地利用関係計画土地利用関係計画に影

響を及ぼす場合まで対応できるか？ 

上記の問題点を補完補完補完補完（広域的な見地広域的な見地広域的な見地広域的な見地からの調整） 

【商業調整の禁止】【商業調整の禁止】【商業調整の禁止】【商業調整の禁止】    

旧大店法のような商業調整商業調整商業調整商業調整を行うことはで行うことはで行うことはで行うことはで

きないきないきないきない（大規模小売店舗立地法第 13 条）。 

例）中心市街地の売上減少等を理由に、面積削

減等の行政指導を行うことはできない。 

中心市街地  

[適地誘導のイメージ] 

①中心市街地区域内：特に特に特に特に立地が立地が立地が立地が望ましい望ましい望ましい望ましい地域 

②インフラの状況、業種等により、中心市街地に

立地することが不可能な場合 

 →都市機能都市機能都市機能都市機能の立地、集積を図る地域立地、集積を図る地域立地、集積を図る地域立地、集積を図る地域等に誘導 

適地への立地を誘導  
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【図表【図表【図表【図表９９９９】】】】集客施設に係る用途制限（建築基準法）集客施設に係る用途制限（建築基準法）集客施設に係る用途制限（建築基準法）集客施設に係る用途制限（建築基準法）    

床面積 

都市計画区域 

都市計画

区域外 商業・近隣

商業地域 

準工業 

地域 

工業・準住居・

第二種住居地域 

白地 

地域 

  6,000 ㎡

～10,000 ㎡ 
○ ○ ○ ○ ○ 

10,000 ㎡超 ○ ○ × × ○ 

 

  ※１ ○：立地可、×：立地不可 

 

  ※２ 各用途地域の定義（都市計画法第９条） 

用途地域 定義 

商業地域 主として商業その他の業務の利便を増進するため定める地域 

近隣商業地域 
近隣の住宅地の住民に対する日用品の供給を行うことを主たる内

容とする商業その他の業務の利便を増進するため定める地域  

準工業地域 
主として環境の悪化をもたらすおそれのない工業の利便を増進す

るため定める地域  

工業地域 主として工業の利便を増進するため定める地域  

準住居地域  
道路の沿道としての地域の特性にふさわしい業務の利便の増進を

図りつつ、これと調和した住居の環境を保護するため定める地域  

第二種住居地域  主として住居の環境を保護するため定める地域  

白地地域  用途地域の指定のない区域  
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【【【【図図図図表表表表 10101010】これまでの届出状況】これまでの届出状況】これまでの届出状況】これまでの届出状況（平成 25 年７月現在） 

 施設の名称 
届出 

年月日 
床面積 テナント 県意見 

１ 
（仮称）水沢五反

町複合施設 
Ｈ21.9.3 9,755 ㎡ 

ホームセンター、ド

ラッグストア、酒類

販売店 

なし 

２ 
ケーズデンキ盛

岡南店 
Ｈ22.7.9 11,013 ㎡ 家電製品販売店 なし 

３ 
（仮称）水沢区田

小路商業施設 
Ｈ24.2.20 9,220 ㎡ 

スーパー、ドラッグ

ストア、ホームセン

ター等 

交通渋滞発生を回

避する措置を講じ

ること。 

４ 

（仮称）ホーマッ

クスーパーデポ

盛岡南店 

Ｈ24.5.15 29,644 ㎡ 

ホームセンター、ス

ポーツ用品店、飲食

店 

交通渋滞発生を回

避する措置を講じ

ること。 

５ 

（仮称）メガセン

タートライアル

盛岡南店 

Ｈ24.7.20 8,926 ㎡ スーパー 

交通渋滞発生を回

避する措置を講じ

ること。 

６ 
（仮称）イオンタ

ウン釜石 
Ｈ24.11.2 54,155 ㎡ 

食 料 品店 、日 用 品

店、飲食店、遊技場

等 

交通渋滞発生を回

避する措置を講じ

ること。 

７ 
（仮称）花巻南新

田タウン 
Ｈ25.5.30 16,555 ㎡ 

ホームセンター、ス

ーパー、飲食店、遊

技場等 

（手続中） 

 
クロステラス盛

岡 

（Ｈ21.10.1 

開店） 
15,795 ㎡ 

産 直 施設 、衣 料 品

店、飲食店等 

※立地誘導指針の

３要素を満たす

ため、届出不要 
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 【【【【図図図図表表表表 11111111】他道県における条例に基づく】他道県における条例に基づく】他道県における条例に基づく】他道県における条例に基づく立地誘導制度立地誘導制度立地誘導制度立地誘導制度    

道

県

名 

条例 

（施行年月） 

対象施設 

面積要件 
誘導地域 

届出 

件数 

北

海

道 

地域商業の活性

化に関する条例

（Ｈ24.10） 

小売施設 

店舗面積店舗面積店舗面積店舗面積 6,0006,0006,0006,000 ㎡㎡㎡㎡超 

－ 

(中心市街地の活性化中心市街地の活性化中心市街地の活性化中心市街地の活性化等の見地から道意

見を通知) 

1 件 

宮

城

県 

特定大規模集客

施設の立地の誘

導等によるコン

パクトで活力あ

るまちづくりの

推進に関する条

例（Ｈ22.1） 

集客施設 

・床面積床面積床面積床面積 10,00010,00010,00010,000 ㎡㎡㎡㎡超 

又は 

・店舗面積店舗面積店舗面積店舗面積 6,0006,0006,0006,000 ㎡㎡㎡㎡超 

①商業・近隣商業地域 又は 

②認定中心市街地区域 又は 

③市町村の申請市町村の申請市町村の申請市町村の申請に基づき県が指定県が指定県が指定県が指定した

地域 又は 

④開発整備促進区(*16) 

※誘導地域は届出不要誘導地域は届出不要誘導地域は届出不要誘導地域は届出不要 

1 件 

福

島

県 

商業まちづくり

の推進に関する

条例（Ｈ18.10） 

小売施設 

・店舗面積店舗面積店舗面積店舗面積 6,0006,0006,0006,000 ㎡㎡㎡㎡以上 

又は 

・床面積床面積床面積床面積 10,00010,00010,00010,000 ㎡㎡㎡㎡以上 

１ 人口・都市機能が集積し商業集積を

図る必要がある市町村（10 市町） 

かつかつかつかつ 

２ 誘導する地域 

 ①中心市街地内中心市街地内中心市街地内中心市街地内の商業商業商業商業・近隣商業地域近隣商業地域近隣商業地域近隣商業地域 

 ②商業まちづくり基本構想商業まちづくり基本構想商業まちづくり基本構想商業まちづくり基本構想（市町村が

策定）における誘導地域誘導地域誘導地域誘導地域内の商業商業商業商業・

近隣商業地域近隣商業地域近隣商業地域近隣商業地域 

0 件 

新

潟

県 

にぎわいのある

まちづくりの推

進に関する条例

（Ｈ20.10） 

集客施設 

・床面積床面積床面積床面積 10,00010,00010,00010,000 ㎡㎡㎡㎡超 

かつ 

・店舗面積 3,000 ㎡超 

①商業・近隣商業地域 

②特別用途地区（10,000 ㎡超の集客施設

が建築可能なもの） 

③市町村市町村市町村市町村が、地区計画内で誘導地区誘導地区誘導地区誘導地区とす

ることが適当と申し出た申し出た申し出た申し出た地域 

④開発整備促進区 

※①～④のほかにも市町村が誘導地域

を設定可能 

12件 

鳥

取

県 

大規模集客施設

立 地 誘 導 条 例

（Ｈ21.4） 

集客施設 

床面積床面積床面積床面積 1,5001,5001,5001,500 ㎡㎡㎡㎡超 

１ 最も立地が適切最も立地が適切最も立地が適切最も立地が適切な地域：商業・近隣商業・近隣商業・近隣商業・近隣

商業地域商業地域商業地域商業地域（届出不要届出不要届出不要届出不要）    

２ 次の要件を満たす地域（集客施設

数、公共交通機関等から分類） 

①相当程度の都市機能集積 

床面積 10,000 ㎡超 

②一定程度の都市機能集積 

床面積 5,000～10,000 ㎡ 

③ある程度の都市機能集積 

床面積 1,500～5,000 ㎡ 

※関係市町村関係市町村関係市町村関係市町村が支障にならない支障にならない支障にならない支障にならないと認め

る場合は立地可立地可立地可立地可 

13件 

  ※届出件数は、平成 25 年７月現在の件数 

    

*16 開発整備促進区開発整備促進区開発整備促進区開発整備促進区 建築基準法上、用途制限により大規模集客施設を建設できない地域にお

いて、地区計画の策定により建設を可能にする制度（都市計画法第 12 条の５第４項） 
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    【図表【図表【図表【図表 11112222】】】】小売年間商品販売額（全県）小売年間商品販売額（全県）小売年間商品販売額（全県）小売年間商品販売額（全県）    

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 【図表【図表【図表【図表 11113333】】】】小売事業者数小売事業者数小売事業者数小売事業者数及び及び及び及び売場面積（全県）売場面積（全県）売場面積（全県）売場面積（全県）    
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    【図表【図表【図表【図表 11114444】】】】中心市街地中心市街地中心市街地中心市街地におけるにおけるにおけるにおける小売年間販売額（盛岡市）小売年間販売額（盛岡市）小売年間販売額（盛岡市）小売年間販売額（盛岡市）    

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

    【図表【図表【図表【図表 11115555】中心市街地】中心市街地】中心市街地】中心市街地におけるにおけるにおけるにおける歩行者・自転車通歩行者・自転車通歩行者・自転車通歩行者・自転車通行量（盛岡市）行量（盛岡市）行量（盛岡市）行量（盛岡市）    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    【図表【図表【図表【図表 11116666】商店街が考える来街者の減少要因】商店街が考える来街者の減少要因】商店街が考える来街者の減少要因】商店街が考える来街者の減少要因    
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岩手県特定大規模集客施設立地誘導審議会岩手県特定大規模集客施設立地誘導審議会岩手県特定大規模集客施設立地誘導審議会岩手県特定大規模集客施設立地誘導審議会    

専門検討委員会専門検討委員会専門検討委員会専門検討委員会    委員委員委員委員    

 

 

（五十音順） 

氏 名 現 職 等 備 考 

浅 井
あ さ い

 敏 博
と し ひ ろ

 

株式会社アスク代表取締役 

不動産鑑定士 
 

石 川
い し か わ

 哲
さとし

 

石川法律事務所 

弁護士 
 

吉 野
よ し の

 英 岐
ひ で き

 岩手県立大学総合政策学部教授 委員長 
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岩手県特定大規模集客施設立地誘導審議会岩手県特定大規模集客施設立地誘導審議会岩手県特定大規模集客施設立地誘導審議会岩手県特定大規模集客施設立地誘導審議会    専門検討委員会専門検討委員会専門検討委員会専門検討委員会    

開催経過開催経過開催経過開催経過    

 

 

■第１回■第１回■第１回■第１回    平成平成平成平成 25252525 年３月年３月年３月年３月 19191919 日（火）日（火）日（火）日（火） 午前 10 時～11 時 25 分 

 （盛岡市 県庁５階 ５－Ｊ会議室） 

  各論点の検討（意見交換） 

 

 

■第２回■第２回■第２回■第２回    平成平成平成平成 25252525 年５月年５月年５月年５月 10101010 日（金）日（金）日（金）日（金）    午前９時 55 分～11 時 41 分 

 （盛岡市 県庁４階 ４－１特別会議室） 

  報告書素案の検討 

 

 

■第３回■第３回■第３回■第３回    平成平成平成平成 25252525 年年年年７７７７月月月月 26262626 日日日日（金）（金）（金）（金） 午後３時 30 分～４時 50 分    

 （盛岡市 県庁５階 ５－Ｂ会議室） 

  報告書の取りまとめ 
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岩 手岩 手岩 手岩 手 県 特 定 大 規 模 集 客 施 設 立 地 誘 導 審 議 会県 特 定 大 規 模 集 客 施 設 立 地 誘 導 審 議 会県 特 定 大 規 模 集 客 施 設 立 地 誘 導 審 議 会県 特 定 大 規 模 集 客 施 設 立 地 誘 導 審 議 会     

「 専 門 検 討 委 員 会 」 設 置 要 綱「 専 門 検 討 委 員 会 」 設 置 要 綱「 専 門 検 討 委 員 会 」 設 置 要 綱「 専 門 検 討 委 員 会 」 設 置 要 綱     

 

 

（設置） 

第１ 特定大規模集客施設の立地の誘導等に関する条例及び特定大規模集客施設立地

誘導指針の施行状況について検討を行うため、岩手県特定大規模集客施設立地誘導

審議会（以下「審議会」という。）に「専門検討委員会」を設置する。 

 

 （組織） 

第２ 専門検討委員会は、審議会会長が審議会委員の中から指名する３人をもって構

成する。 

 

 （委員長） 

第３ 専門検討委員会に委員長１人を置き、委員の互選とする。 

２ 委員長は、会務を総理し、会議の議長となる。 

 

 （会議） 

第４ 専門検討委員会は、審議会会長が招集する。 

２ 審議会会長は、必要に応じ、構成員以外の者を専門検討委員会に出席させ、又は

出席を要請することができる。 

 

 （庶務） 

第５ 専門検討委員会の庶務は、商工労働観光部において処理する。 

 

 （補則） 

第６ この要綱に定めるもののほか、専門検討委員会の運営に関し必要な事項は、委

員長が専門検討委員会に諮って定める。 

 

   附 則 

 この規程は、平成25年１月25日から施行する。 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

岩手県特定大規模集客施設立地誘導審議会岩手県特定大規模集客施設立地誘導審議会岩手県特定大規模集客施設立地誘導審議会岩手県特定大規模集客施設立地誘導審議会    

専門検討委員会専門検討委員会専門検討委員会専門検討委員会    事務局事務局事務局事務局    

 

〒０２０－８５７０ 岩手県盛岡市内丸１０番１号 

岩手県商工労働観光部経営支援課 

 

【電話】 ０１９－６２９－５５４４ 

【ＦＡＸ】０１９－６２９－５５４９ 

【メール】AE0002@pref.iwate.jp 


